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第１章 
 
緒論 
 
本章では，研究の背景，関連研究，目的について述べる． 
 
1.1 製造実行システムと大手鉄鋼メーカーでの開発環境 
製造実行システムは，上位計画システムと下位制御システムの中間に位置する製造業
の中核を担うシステムであり，生産管理業務と生産現場の情報を滑らかにつなぐ役割を
担っている．また，製造実行システムは，上位伝送機能，実績収集機能，下位伝送機能，
プロセス入出力機能，トラッキング機能，操業管理機能，オペレータ入出力機能（ユー
ザーインターフェース（UI）機能），支援機能といった非常に多くの機能を有している．
製造実行システムの開発プロジェクトでは，人員削減や開発工程の短縮などが求められ
る中，開発の効率化を支援する手法が求められている． 
製造実行システムは，プロセス入出力などのシステム規模が大きく複雑な機能を有す
ることから，製造実行システムへの Unified Modeling Language（UML）や MDA（Model 
Driven Architecture）の導入実績はほとんどないのが現状である．図１に示すように製造
実行システム(1)(2)(3) (4)(5)(6)は，経営システム（上位計画システム）と生産システム（下位
制御システム）の中間に位置し製造業の中核を担うシステムであり，経営業務と生産現
場の情報を滑らかにつなぐ役割を担っている．図 1 の左の欄は，ケーススタディとして
鉄鋼システムでの連続鋳造設備を例に説明しており，この部分は設備ごとに変化する．
右のシステム構成欄は，一般的な製造実行システムの構成を示している．製造実行シス
テムの開発現場では，UML のみを導入しているプロジェクトがある程度である． 
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中小規模の製造実行システムの開発現場では，UML 等のソフトウェア開発で業界標
準として用いられる仕様記述言語を設計ドキュメントとして採用し，市販のパッケージ
や支援ツールを導入した開発が行われている．一方，大手鉄鋼メーカー等の大規模な製
造実行システムの開発現場では，システムが必要とする機能が多く，非常に大規模であ
るため，理解しやすい設計ドキュメントを UML で表現することが困難であり，市販の
パッケージや支援ツールを適用することが難しい．そのため，社内独自のドキュメント
形式を設計ドキュメントとして採用し，プロジェクトごとに新規開発した支援ツールを
用いた開発が行われている．プロジェクトに参加するメンバーは社内独自のドキュメン
ト形式を学習する必要があり，支援ツールの開発には時間と費用を要する．また，メー
カーの規模によらず，製造実行システムの開発では，過去の事例に関する設計ドキュメ
ントを参照しながら新システムの設計ドキュメントが作成されるが，膨大なドキュメン
ト群の中から適切なドキュメントを検索するために多くの時間を費やしている． 
製造実行システムに UML が導入されない要因として二つの課題が考えられる．第一
に，UI 機能が非常に多い（実業務では数十から数百のオーダー）ことが挙げられる．
第二に，図 1 に示すように他のシステムとのハードウェアに依存する伝送やプロセス入
出力（PI/O）などのインターフェースが多く，膨大な数の制御データをハンドリングす
ることなどが要因として挙げられる． 
Fig. 1  Manufacturing Execution System. 
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製造実行システムの特徴としては，初期段階では他のシステムとのインターフェース
を必要とする入出力部分については，現地調整での開発とテストになるため作り込みが
できないことが挙げられる．図 1.1 に製造実行システムの開発から稼働までのスケジュ
ールを示す．赤枠の製造実行システムは現地搬入までに内部テストを終了させ，現地搬
入後に復元テストを行って入出力部分の単体テストや結合テストを実施する．その後，
操業開始後にトラブル対応を行いながらドキュメントの追加や修正を行う．この様な開
発の流れが製造実行システムの大きな特徴として挙げられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1.1  Development schedule of Manufacturing Execution System. 
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現在の製造実行システムにおけるシステム開発状況について現状を述べる．大規模
（大手鉄鋼メーカー）では，社内独自の共通ドキュメントや開発支援ツールを利用して
の開発が一般的で，プロジェクトの開発期間は 2年から 3年と比較的長期に渡る．また，
中規模や小規模の企業では，機能やデータ量が縮小する中で開発費用などを考慮し，自
社独自の共通ドキュメントや開発支援ツールを利用するケースも一部に見受けられる．
モデリングツールを使っての開発では，機能の多い大規模や中規模の企業では実施され
ておらず，プロセス入出力やオペレータ入出力の機能が限定される小規模の企業におい
てのみ利用されている．MES ツールを使っての開発では，機能の多い大規模企業では
利用できず，機能が限定される中規模や小規模の企業では MES ツールが利用されてい
る．大規模企業で MES ツールが使われない理由としては，大規模なプラントのシステ
ム仕様をパッケージのカスタマイズだけでは対応できないことが要因として考えられ
る．図 1.2 に開発手法とサポート機能について示す．○は全ての機能をサポートし，△
については，サポート規模（機能やデータ）が小さいことを示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
製造実行システムを利用する企業を大規模，中規模，小規模に分類し，その開発環境適
用状況や，利用ドキュメントと開発ツールの状況，プロジェクト開発期間について詳細を図 1.3
に示す．本研究で対象とする大規模（大手鉄鋼メーカー）では，社内独自のドキュメン
トを使用して，社内独自の支援ツールを利用している．社内開発の理由としては，全て
の機能を必要とすることが挙げられる．中規模や小規模の企業では，開発費用とサポー
ト機能の関係で適用ケースは少ないのが現状である．モデリングツールでの開発では，
費用と機能の関係より小規模企業でのみ適用ケースがある程度である．MES ツールを
利用しての開発では，中規模や小規模の企業での利用ケースが多いのが現状である．理
由としては，費用とサポート機能から検討した上で，やはり開発費用の必要ないことも採用の
理由に挙げられる．メーカーに開発や調整を依頼し，トラブル時の保守なども依頼できることか
ら中小企業において多く利用されているのが現状である． 
 
Fig. 1.2  Development environment and applicable function. 
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1.1.1 ドキュメントの体系化 
 
大手鉄鋼メーカーでの製造実行システムのドキュメント体系を図 1.4 に示す．図 1.4
は，大手鉄鋼メーカーで社内共通ドキュメントとして用いられている独自ドキュメント
の体系を示す．今回の提案においては，社内独自のドキュメント体系を業界で標準的な
ドキュメントに置き換えることが可能であるかを検討した上で，ドキュメント体系の提
案を実施する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1.3  Usage status of support tools in Manufacturing Execution System. 
 
Fig. 1.4  Document system in Manufacturing Execution System of major steel manufacturer. 
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1.1.２ コード自動生成による効率化の背景 
 
ソフトウェア開発現場では，開発工期が短く，要求仕様の変更や追加が頻繁に発生す
るという問題が日常的に存在する．また，これに加え実装における新技術の登場も，非
常にめまぐるしいという特徴がある．本研究の対象システムである製造実行システム
（MES:Manufacturing Execution System）では，上位計画システムや下位制御システムなど
の複数のインターフェース，制御設備からの数百･数千もの制御信号のデータ収集や設
定，操業監視やオペレータ介入のための UI（User Interface）機能が数十から数百のオー
ダーなど，非常に膨大な情報量を取り扱う複雑なシステムである．このため，他のシス
テムよりも仕様変更や追加が多く，煩雑なドキュメントによる生産性や保守性の低下が
問題となる．生産性や保守性を向上させる技術として MDA や UML が注目され，組み
込みシステムへの MDA の適用(7)，業務系システムへの MDA の適用(8)(9)，組み込みシス
テムへの UML 拡張による適用(10)，業務系システムへの UML 適用(11)などの事例が報告
されている．業界の標準的なドキュメントを利用することで，ドキュメントの理解し易
さや開発ドキュメントの再利用性の向上，コードの自動化も行い易くなる．  
 
1.1.３ ドキュメントの活用支援による効率化の背景 
 
製造実行システム開発手法の遷移を図 2 に示しているが，1995 年以降になるとクラ
イアント・サーバ・システムが主流となり，オペレーティングシステムは WINDOWS
へ，ドキュメントは Word や Excel などが広く使われるように遷移していった．ソフト
ウェア開発では Visual Studio が広く使われるようになり，生産性を大きく向上させる 
.NET を代表とする多種多様な開発手法が浸透して行った．これらにより従来のよう
な統合型 CASE ツールが用いられなくなった(12)(13)(14)(15)．組み込みシステムの開発では，
オブジェクト指向の設計が浸透し，上流 CASE ツ－ルが見直されはじめている．これに
伴い再利用化による開発についても検討されている(16)．また，再利用ソフトウェア資産
抽出方法の研究(17)も行われているが，再利用化の実現に向けては多くの課題がある． 
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Fig. 2  Transition of the development technique of Manufacturing Execution System. 
 
 
一方，製造実行システムの開発では，規模が非常に大きくインターフェースも多いこ
とから，ドキュメントの有効活用が限定されてしまう．新規の開発においては，過去の
ドキュメント（資産）を調査分析し，新規設計開発に活用される手法が頻繁に行われて
いる．現在の製造実行システムでのドキュメントの活用においては，同じ設備のシステ
ム開発の経験を持つエンジニアを導入し，対象となる Word や Excel で作成された既存
ドキュメントの内容について設備や機能ごとに細部に渡ってチェックを行い，候補とな
る参照ドキュメントの抽出を図 3 に示すように設計から製作までのフェーズ毎に人海
戦術で行っているのが現状である． 
ここでの参照ドキュメントとは，新規開発において特殊な機能（設備に特化した制御
機能など）に限定したドキュメントの抽出や，処理フロー内の一部の限定した処理（プ
ロセス入出力パターン）を参照する場合のドキュメントの参照のことである．抽出時間
の短縮はシステム開発においては重要で，従来手法では非常に時間がかかるため，開発
工期の制限によりドキュメント参照の検索可能範囲が限定されてしまう問題がある．実
際のシステム開発での抽出では，開発ニーズに合った設計ドキュメントを広範囲の資産
 8 
の中から短時間で抽出できるかが重要な課題である．そのためには参照の対象となる資
産がデータベース化されていることが重要であり，これが実現すれば抽出のための検索
キーを入力することで参照したい設計ドキュメントを容易に抽出することができる．こ
れにより新規開発での調査分析や，設計業務において効率化に貢献できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3  Conventional method for document utilization. 
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1.2 製造実行システム（MES）について 
1.2.1 ＭＥＳ（Manufacturing Execution System）とは 
MES とは，上位計画系システムと下位制御系システムの中間に位置し，製造業の中
核を担うシステムである． 
 
1.2.2 MESの流れ 
具体的に MES の流れについて図 3.1 を使って以下に示す． 
 
 業務・計画系システムで作成された生産計画を生産現場のレベルに落として
MES に伝達し何を作るか指示を行い，逆に生産現場から集めた実績・進捗情報
を MESから業務・計画系システムに報告する．これにより実際に何が作られた
かを把握する．MES は生産管理業務と生産現場の情報を滑らかにつなぐ役割を
担っている． 
 
 制御系システムは生産の「手足」となるシステムである．制御系システムでは，
MES から工場全体の最適性を考慮した工程ごとの詳細な製造指示を受けどのよ
うに作るか具体的指示を行い，生産設備の製造プロセスを適切に制御する．ま
た，加工処理の結果，加工データ・測定データ・不良状況などを収集し，実際
にどのように作られたかを MES に報告する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3.1  Flow of MES. 
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1.3 システム開発支援ツール 
（Computer Aided Software Engineering）の動向 
 
 
1.3.1 CASEツールの普及 
製造実行システムの現場では，1980 年代頃(28) (29)から多くの CASE ツールの普及が進
んだが，メインフレームが主流だった時代から技術のオープン化が進み，開発言語から
開発ツールに至るまで大きな変化が生じた．これにより CASE ツールは衰退を余儀なく
された．現在，開発現場では多くのフレームワークが利用され，オブジェクト指向の設
計では，UML が浸透し，上流ケースツ－ルでは MDA が見直されはじめている．そこ
で UML や MDA の導入実績を考えた場合，電化製品における組み込みシステムの分野
で導入実績が著しいことに加え，その他でもロボット内視鏡手術システムの開発(30)，
GPS モデルの開発，車載ソフトの開発(31)などで導入実績が多く見受けられる．しかし
ながら大手鉄鋼メーカーにおける製造実行システムの開発現場では導入されておらず，
一般的な製造実行システムの現場でも導入実績が少ないのが現状である． 
当初 CASE ツールの普及と伴に想定されていたコードの自動生成や，ドキュメント
の再利用開発については，類似プラントの製造実行システムの現場でも普及が少ないの
が現状である． 
 
1.3.1 プラットフォームの変化 
このプラットフォームの変化により，これまでのメインフレームでの自動生成技術
が全て使えなくなり，CASE ツールベンダーは，メインフレーム時代の努力を再度繰り
返さざるを得なかった．プロプライエタリだった CASE ツールベンダーにとって，それ
はあまりに大きな投資となり，体力のないベンダーは体力を維持できずに，開発市場か
ら撤退することを余儀なくされた． 
 
1.3.2 CASEの注目度 
現在ではプラットフォームが J2EE と.NET に集約され，改めて CASE の注目度が高
まっている．その流れに乗って米国の標準化団体 OMG が，設計から製造工程の自動化を
促進する技術として MDA を推進しているが，その適用効果については定量的な評価が
待たれる状態である． 
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1.4 大手鉄鋼メーカーにおけるＣＡＳＥシステムの変遷 
 
大手鉄鋼メーカーにおける社内システム開発部門では，「製造業のプロセス制御用シ
ステムに新たな世界を切り拓き，大幅なコストダウンを実現」を目標に掲げ，社内シス
テムの生産性向上と効率化を図っている．CASE システムの変遷を以下に示す． 
 
 Table 1  Transition of CASE system of major steel manufacturers. 
年代 内容 
１９８０ ・ドキュメントの標準化として「プロセス制御用フォーマット」を整備 
（各機能に特化したドキュメントフォーマットやその記入方法） 
１９８５ ・各工場を制御するプロコンシステム（メインフレーム）を開発支援するために，CASEシステムを社内で開発 
・ドキュメント（CAD）：ワークステーションを使用（ドキュメント生成） 
・製作・テスト（CAM/CAT）：IBMのマシンを使用し仮想的なテストを実施 
プログラムの自動生成 
１９９５ ・ワークステーションを廃止し，全ドキュメントをＷｏｒｄ，Ｅｘｃｅｌに置き換える 
・従来のメインフレームから汎用パソコン・汎用 OSで実現する，プロコンダウンサイジングシステムの開発を実施 
・ハードウェア構成をメインフレームから C/Sに変更 
・パソコン上でリアルタイム処理を実現 
プロセス制御を行うアプリケーションソフトと，汎用ソフトの Windows NT との間を橋渡しする重要な役割をもつ制御用ミド
ルウェアを開発 
・プログラムの自動生成 
２０００ 
 
・統合ＣＡＳＥツールを開発 
ドキュメントをＥｘｃｅｌで作成することにより，プログラムの自動生成を可能とするツール（データベース活用） 
・プログラムの自動生成（画面機能以外） 
以降） 制御用ミドルウェアについては，海外を含めた鉄鋼メーカーや鉄鋼業に限らず製造業全般で使用される 
 
 
1.5 製造実行システムの開発現場（大手鉄鋼メーカー） 
 
1.5.1 開発現場では 
上流工程の設計では，Word や Excel などによる共通化された共通ドキュメントを使
って設計を行い，下流工程の製作・テストにおいては，充実した開発環境を使ってオー
プンな開発を実施している．従来の CASE は開発現場であまり使われなくなった． 
 
1.5.2 充実した開発環境とは 
現在のシステム開発で主流となっている開発言語は，C#・VB・JAVA である．C#・
VB は.NET により開発を行い，JAVA はフリーの開発環境である Eclipse や Struts などの
フレームワークで開発を行っている． 
 
Table 2  Current development environment. 
ドキュメント 共通化された「プロセス制御用フォーマット」を使用 
ミドルウェア 制御用ミドルウェア（Csemi） 
Microsoft Office  
ＯＳ クライアント：Windows 2000 （ＸＰ） 
サーバ：Windows server  
言語 制御系：C# 
画面系：VB 
Ｗｅｂ系：JAVA 
開発環境 Eclipse，Struts 
Visual Studio  
(Microsoft .NET Framework) 
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1.6 統合ＣＡＳＥツールが衰退した理由 
1.6.1 使われなくなった理由 
現在，統合 CASE ツールがあまり適用されなくなった原因は，メインフレームがク
ライアント・サーバ・システムに取って替わったことが非常に大きな要因である．加え
て先に述べたソフトウェア開発環境が，従来の大がかりな統合 CASE ツールを使うまで
もなく，効率的にテストを実施できる環境となったことが大きいと言える(16-1)． 
 
 
1.7 統合 CASE ツールに替わるもの 
 
1.7.1 MDAについて 
モデルを中心にソフトウェア開発を進めていく上で，UML によるモデルとして蓄積
した上流の設計ドキュメントを有効に活用して，下流設計以降の自動化を実施して行く
という考え方である． 
MDA では UML によるモデルをツールで処理するだけでなく，上流の設計資産をプ
ラットフォームから独立させるという点である．理由は 2つあり 1つ目の理由は，設計
の各段階における着目点を明確にして作業ごとに必要な情報，スキル，人的ニーズ，関
係するステークホルダを限定するためである．上流設計と下流設計とでは求められる知
識やスキルが異なり，上流設計ではビジネスモデルや要求仕様を把握した上で，ソフト
ウェアの構造に置き換えられるだけのスキルが必要である．それに対して下流設計では，
各エンジニアのスキルがソフトウェアの品質に反映される． 
2つ目の理由は，上流設計を異なるプラットフォームを用いた開発でも再利用できる
ようにすることが目的である．これは上流設計が，各プラットフォームの仕様に左右さ
れないものとなることによる利点である．この効果が現れるのは，1つのアプリケーシ
ョンを同時に複数のプラットフォームを使って開発する場合や，長い期間において最新
のプラットフォーム向けに開発する場合や，導入したシステムの保守期間にリプレース
を行う場合などである．オブジェクト指向技術をベースにしたモデリングの考え方で，
モデリングのための共通言語としての UML である．今後はシステム開発の支援ツール
として，CASE ツールの代替えの可能性も十分に考えられる． 
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１.8 ドキュメントの有機的な結合 
 
大手鉄鋼メーカーにおける CASE ツールの考え方と従来ドキュメントの開発におけ
るギャップについて図 3.2 に示す．CASE ツールの開発では，ドキュメント（機能）を
縦線にキーと入出力を横線で表現する．開発手順としてキーと入出力データの記入が必
須となる．これにより段階的な開発を行うことで，ドキュメントから有機的に紐づくデ
ータを随時作成して CASE ツールの恩恵を得るためである．それに対して従来手法（現
状）の開発ではインフラやハード的な理由により，入出力データの詳細な仕様が現地調
整のインターフェーステストまで作り込めないのが理由である．このためウォーターフ
ォール開発における初期段階でのドキュメントの記入が難しかったことが要因として
挙げられる．そのためオープン化などの諸条件も重なり，CASE ツールが適用されなく
なった経緯がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3.2  Organic bonding of design documents (conventional method). 
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 ドキュメントのキーについて，図 3.3 に従来ドキュメントの「表紙」を例に説明する．
ドキュメント内には．プロジェクト名，設備名，機能名，設計フェーズ，モジュール略
称，作成日付の記入欄があり，これらを記入することでドキュメントの有機的な紐づけ
が可能である．従来ドキュメントの全てに，これらのキーを記入することが必要である． 
 これとは別に第 3 章のスケルトンコード生成手法の提案で，スケルトンコード生成時
に必要となるキーを図 3.4 で説明する．ここではスケルトンコードの生成のために必要
なキーとして，モジュール略称，ファイル略称，データ項目名を使用する．この 2 パタ
ーンのキーを使って，第 4 章のドキュメントの活用支援での検索を行うことが可能にな
る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3.3  Conventional key for organically linking. 
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Fig. 3.4  Key for skeleton code generation. 
 
 16 
１.9 関連研究 
 
研究目的を選定するにあたり，システム開発に関する研究やシステム開発支援につ
いての関連研究を述べる．自動プログラミング(18)や MDA による開発(19)(20)(21)が多くの開
発現場で実施されているが関連研究で共通して言えることは，UML や MDA 技術が組
み込みシステム以外の大規模システムでは適用事例が少ないことが言える． 
一般的にソフトウェア開発では開発工期が短く，要求仕様における変更や追加が多
く発生し，非常に速いサイクルで実装における新技術が登場するといった特徴がある．
そのため製造実行システムにおいても UML や MDA などの技術を導入できれば，設計/
製作における開発の効率化に貢献できると考える(21-1)． 
本研究では対象システムを大手鉄鋼メーカーの製造実行システムに限定しているが，
関連研究では製造実行システム以外のビジネスモデル分野を対象に研究を行っている
ケースが非常に多く，そのため実装環境ではWeb系のJAVAが対象となるケースが多い．
今回の対象となるシステムにおいては，VB，C#を対象にした製造実行システムの開発
を主体にしていることが大きく異なる点である．製造実行システムの分野では，ドキュ
メントの業界における標準化や再利用性，設計/製作における生産性向上による開発効
率化が重要な課題である． 
 
 
１.10 目的 
 
大手鉄鋼メーカーでの生産実行システムを前提にすると，システム開発時の生産性，
保守性，品質性の三つの面で原価悪化のプロジェクトが多く見受けられる．人員削減や
開発工程の短縮などの条件が，開発プロジェクトに大きく影響している．他の基幹系や
組み込み系などのシステム開発では，世界的標準でもある UML をドキュメントに適用
しての MDA 開発や，システム全体をサポートしたパッケージや支援ツールが導入され
ている．現在のプロジェクトでは，社内共通ドキュメントを使用しプロジェクトごとに
支援サポートを開発して導入しているが効率化の面で劣っているのが現状である． 
その対策として，設計ドキュメントに基づく開発の効率化を実施することを目的と
する．対策手法として三つの提案を行う． 
第一にドキュメントの共通化を行うために，エンジニアに広く無償で利用されてい
る UML を利用する．UML では UML2.0 を対象とし，UML だけでは理解しづらい UI
機能や多くの I/F を必要とする機能には，類似ドキュメントを補足することでドキュメ
ントの理解し易さを考慮する．UML の選定理由は第 3 章の節 3.1 で，ドキュメントの
補足理由については第 3 章の節 3.2 で説明する．適用対象範囲は，現在の開発プロジェ
クトにドキュメントを適用するものである．第二にファイル情報やデータ項目情報など
の関連情報を紐づけて，アクティビティ図からスケルトンコードを生成する支援機能を
提案する．適用対象範囲は，現在の開発プロジェクトの製作フェーズまでに適用するも
のである．第三にドキュメントの活用管理のための手法を提案する．これにより新規の
設計や開発時の既存ドキュメントの参照を容易にする．適用対象範囲は，現在の開発プ
ロジェクトの調査や設計フェーズにおいて，過去の終了プロジェクトのドキュメント情
報を参照するものである．これら三つの対策により製造実行システムの開発プロジェク
トでの生産性の向上を図る． 
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1.10.1 コード自動化による効率化の目的 
 
本提案では国内において最大シェアを誇る大手鉄鋼メーカーのソフトウェア開発に使
用されている企業内独自ドキュメントを活用し，UML に理解し易い補足ドキュメント
を追加することにより，従来の機能を包含した上で製造実行システムに適応した手法に
ついて提案する． 
具体的には第一の対策は，UI 機能のドキュメントに UML 以外の画面遷移図やデータ
項目説明書などの既存ドキュメントに類似したドキュメントを追加する(22)(23)．第二の対
策は，ハードウェアに依存する他システムとのインターフェースに関して，UML 以外
のインターフェース仕様書を補足説明として追加する．これら二つの対策は，UML だ
けでは理解し難い機能に補足説明を追加することで理解し易くするための対策である．
第三の対策は，UML を適用した開発手法で図 4 に示すように，クラス図からアクティ
ビティ図で作成されたメソッドのコメントによるスケルトンコードを生成する(23-1)(23-2)．
図 5 に示すようにアクティビティ図で示されたメソッドの処理記号より,フローに対応
したコメントのスケルトンコードを作成する．先頭には共通のヘッダー部を作成して処
理ボックスの対応するコメントがスケルトンコード内に作成される．読み込み処理や書
き込み処理がある場合には，関連するファイル情報もコメントとして作成する．コメン
トで作成することにより早期に概略フローの作成が可能で，打ち合わせが十分に実施で
きるメリットがある．その後，余裕を持って製作に取り組める． 
システム開発では，ガイドラインや規約・ルール等が必要である．設計ドキュメント
には有機的に紐づけるためのキーとなる必須情報の入力が必要で，設計・開発を行うに
はドキュメントやコードの作成規約が重要である． 
本提案では，既存システムでの実データを利用し必要最小限を評価・検証した．具体
的には，Excelのマクロ機能を用いて提案手法を実現するためのプロトタイプを作成し
評価や検証を実施した． 
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Fig. 4  Image of class diagram and activity diagram (method). 
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Fig. 5  Correspondence between activity diagram and skeleton code 
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1.10.2  ドキュメントの活用支援による効率化の目的 
 
本研究では製造実行システムのドキュメントの活用支援化における生産性や品質の
向上を目的に，ドキュメントの活用支援手法を提案する．図 6 はスケルトンコードの生
成による効率化の UML と補足ドキュメントを使った開発での概略を示しており(24)，全
ての既存ドキュメントはデータベース化されている．提案手法では図 7 に示すように，
このデータベースを使い定周期処理によりアクティビティ図のドキュメント内処理記
号の頻度数や特徴量を求め数値化テーブルを作成する．開発者が UI から検索キーを入
力し参照(25)したいドキュメントを検索すると，検索キーに対応したドキュメントが頻
度数や特徴量と同時に UI にガイダンスされる．ドキュメントの処理内容の数値化によ
り開発者はドキュメントの定量的評価が可能となり，UI にガイダンスされた情報を使
って参照するか否かの判断を短時間で行うことが可能となる．従って図 3 に示す従来の
参照ドキュメントの抽出方法と比較して大きく生産性の向上が期待できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 6  Development using UML and supplementary document. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 7  Proposal method for document utilization. 
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ドキュメントの活用支援についての考え方は，従来手法では人海戦術でドキュメント
を検索条件（設備，機能，フェーズ，プロジェクトなど）より検索し，その中から対象
となるドキュメントの抽出を行っていた．抽出の目的は，要求分析や各設備の制御モデ
ル機能をサンプリングする場合と，処理内で使用されているプロセス入出力パターンの
インターフェース部分を参照する場合がある．抽出されるドキュメントについては，ハ
ードウェアによる処理の違いはあるものの同じ条件下で設備や機能の違いがなければ，
非常に類似した参考となるドキュメントが得られる． 
提案手法は従来作業を自動で実施する手法である．従来手法の概略フローを図 8 に示
しており，作業 3 で検索キー（設備/機能/プロジェクト/検索ワード）を決定し，作業 2
で該当ドキュメントを抽出する．提案手法ではキーを指定することで，構造化されたデ
ータベースから参照ドキュメントを抽出する手法である．表 3 の①に示す初期段階での
要求分析の調査や，鉄鋼メーカーに特化した各設備での制御モデルのサンプリングなど
に利用できる．次に製造実行システムは図 1 に示すように，プロセス入出力機能として
下位制御システムとのインターフェースが非常に多いシステムである．このため読み込
みや書き込みのハードウェアに依存する機能が，各メーカーより関数インターフェース
として提供される．ソフトウェア処理については，プロセス入出力の特殊な処理パター
ンが必要となる．その例を図 9 の読み込みや書き込みに示しており，新規開発ではイン
ターフェース部分の処理参照ニーズが初期段階で発生する．そのためアクティビティ図
においては図 9 に示すプロセス入出力(26)(27)の観点から読み込みや書き込み，その他の処
理，分岐処理での指数や頻度数から参照したい処理の抽出が表 3 の②により可能である．
これより調査や設計段階での処理フロー内のプロセス入出力パターンに着目した設計
ドキュメントの参照が可能となる． 
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Table 3  Use of search pattern. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 8  Concept of search. 
 
 23 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 9  Example of Activity Diagram. 
 
（読み込み：多い） （書き込み：多い） （読み込み＋処理：多い） 
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1.11  論文の構成 
 
本論文は，生産性を考慮した製造実行システムの開発の効率化に関する提案を，UML
の技術を用いて自動生成やドキュメントの活用支援による効率化を実施した．今回は時
間的制約により上流CASEツールに限定して従来の設計/開発方法と，提案手法における
設計/開発方法とで比較研究を行った．その結果，製造実行システムでの開発性，保守
性についてまとめたものである． 
本論文は，1章から5章まで構成されており，各章の説明について以下に概略説明を
述べる．第1章では本研究の背景や関連研究について検討し，それを踏まえて目的につ
いて述べる．第2章ではドキュメントの提案について，第3章ではスケルトンコード生成
手法と評価について説明する．第4章ではドキュメントの活用支援と評価について説明
する．第5章では総括として前章までの結果を踏まえて結論と，今後の研究の展望を述
べる． 
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第 2章 
 
ドキュメントの提案 
 
2.1 UMLについて 
 
2.1.1 UMLの選定理由 
 
UML は，意味のある記入方式によるモデル開発のための視覚的理解可能な表記法で
ある．UML は決められた図や線を使って目で見て直観的に理解可能な図で表現する．
視覚的にハードウェアやソフトウェアの仕様を理解できる点が長所である．現在は，組
み込み系システムなどで設計や開発に導入されており，そのイメージを図 10 に示す． 
本研究においては，業界で標準的なドキュメントを使用するため，共通ドキュメン
トでエンジニアに広く無償で利用されている共通化ドキュメントの UML(33)(34)を適用す
る．UML を適用すれば，ツールのモデリング機能を利用しタグ形式の XMI（XML 
Metadata Interchange）として出力も可能で，タグ形式に出力できれば，アプリからタグ
内を検索すれば容易に任意のデータを取り出せるためデータベースとして利用できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Fig. 10  UML positioning. 
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2.1.2 UMLの可能性と限界 
 
UML では，図からソース・コードを自動生成することが可能である．現在では実行
可能な UML（Executable UML）などの展開が可能となった．しかしながら，UML で
Graphical User Interface（GUI）のレイアウトを設計できるかというと理解し難いドキュ
メントになる．また，連続系のフィードバック・ループの設計にも適していない．UML
は組み込みシステム開発の全てで使えるわけではなく、基本的にはコードとコードの離
散的な動きを抽象化して表現する場合に用いられ，オブジェクト間の関係という離散系
を対象にしている． 
 
 
2.2 ドキュメント体系の検討 
 
2.2.1 提案ドキュメントの考え方 
 
ドキュメントの提案については，過去の CASE ツール導入時の経験を活かして提案を
実施する．図 11 の左に従来手法（現状）を右に提案手法を示す．提案手法では製造実
行システムの開発上の特徴を考慮し，キーは必須であるが入出力データに欠損が生じて
も問題ないものとする．埋め込まれたキーにより有機的に紐づく構造化されたデータを
作成する方針とする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 11  Organic combination of design documents (proposed method). 
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2.2.2 UML利用における検討 
 
UML の適用する上での前提条件として，UML では記述できないことや，記述しても
効果が期待できないことも多くある．受発注システム，バンキングシステムなどでは，
非常に多くの種類のデータを扱うため各伝票は何百というデータ項目を含み，データご
とに項目間に様々な業務ロジックが存在する．システム処理の殆どは，業務ロジックに
基づいたデータのチェックや複写を実行するため，これらの業務ロジックは UML では
記述が難しくなる．また，記述できたとしても理解し易さの面ではあまり意味がない(24)． 
本研究においても製造実行システムの膨大な操業データを，多くの操業ロジックで処
理する UI 機能の UML 表現については，理解し易さの面ではかなり難しいと考える． 
UML では複雑な画面遷移図の表現や，UI 機能による設定値の上下限チェック，整合
性チェックの表現が難しく，UI 機能への対応が不十分である．UML のダイアグラムだ
けを使っての設計も検討したが，理解しにくいドキュメント体系になる恐れがある． 
図 1 に示すように，製造実行システムは上位や下位の中間に位置するシステムで，ハ
ードウェアに依存する伝送や PI/O などの複雑なインターフェース手順が多く必要とな
り，下位制御システムを UML だけを使って設計すれば複雑なドキュメント体系となる． 
本提案における製造実行システムのドキュメント体系は，大手鉄鋼メーカーのソフト
ウェア開発で使用される企業内ドキュメントを利用した．図 12 の左に製造実行システ
ムの基本的な開発フェーズを，図 12 の右に大手鉄鋼メーカーでの企業内ドキュメント
体系を示す．理解し易い仕様書を UML だけで表現できるか検討した結果，UI 機能の
画面遷移図や，上下限チェック，整合性チェック等を記入したデータ項目説明書，I/F
を必要とする機能，ファイル仕様書関係などでは UML だけで表現することが難しく，
作成しても理解しにくいドキュメント体系になることを確認した． 
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2.3 UI機能の補足説明 
 
本提案では，既存の製造実行システムで開発ドキュメントとして利用されている
UI 機能の画面遷移図や，上下限チェック，整合性チェック等を記入したデータ項目説
明書，I/F を必要とする機能，ファイル仕様書を UML の補足ドキュメントとして追加
する方法を提案する(24)(32)． 
画面遷移図を検討した結果，図 13 に示すようにロバストネス図やユースケース図
でも表現可能であるが，今回は現場で使い慣れている既存ドキュメントのオーバービ
ューを拡張した形式の画面遷移図を提案する．また，大手鉄鋼メーカーのドキュメン
ト体系と提案ドキュメント体系の対応付けについて，UML または補足ドキュメント
の対応を図 14 に，UML と補足ドキュメントの対応を図 14.1 に示す． 
 
 
Fig. 12  Internal document system (major steel manufacturer). 
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Fig. 13  Screen transition diagram. 
 
Fig. 14  Relations of the document between conventional method and proposed one. 
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開発を行う製造実行システムの機能及び，そこで使われるデータ項目の定義は，図
14や図 14.1に示す工程ごとのドキュメントをUMLのダイアグラムを使って設計を行
っておく必要がある．なお，画面遷移図とデータ項目説明書は，オブジェクト名毎（画
面毎），イベント名毎に作成する．図 15 に画面遷移図の例を表 4 にデータ項目説明書
の例を示す．図 15 に示す画面遷移図内のイベントの「設定処理 1」について，このイ
ベントで動作する画面遷移図のイメージを Excel 上で表現した例を図 16 に示す．図
16 に示すように，決められたフォーマットの網掛けの項目（イベント名，画面名，サ
ブ画面名，起動画面名，各処理説明，起動タイミング）を必要に応じて入力する．ま
た，表 4 のデータ項目説明書の例では，データ項目名，ファイル略称，上下限チェッ
ク値，整合性チェック内容，設定有無，補足説明を入力する．画面の情報をコメント
として作成する際の必要項目を設ける．また，システム稼動後にエンドユーザーが，
保守を行う場合のためにもドキュメント内にこの項目が必要となる(35)(36)． 
 
 
 
Fig. 14.1  Relations of the document between conventional method and proposed one. 
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Table 4  Data item specification. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 15  Screen transition diagram interface. 
Setting Processing 1Display Processing
(Timing of
      Stting End)
Timing of the setting from item 1
to item 5
Sub screen for setting
(Timing of Setting)
Manufacture Command
Screen
Menu screen at the display
demand time
Manufacture Command
Screen
Fig. 16  Screen transition diagram by Excel. 
Event Name
Screen Name Explanation 
(Starting Timing) Timing of Setting
(Return Timing) Timing of Setting End 
Sub Screen Name Explanation 
(Starting Timing)
Other Starting Explanation 
Screen Name
Timing of the setting from item 1 to
item 5
Manufacture Command Screen
Sub Screen for Setting
(Setting Processing 1)
Adjustment
Check
1 DATA１ File１ １００～５００ The item No2 and the item No3 are set up. Existence If the set value is Check OK, it writes in the file.
2 DATA２ File１ 1～１０ Existence Same as the above.
3 DATA３ File１ －１００～１０ Existence Same as the above.
4 DATA４ File１ ０～１００００ Existence Same as the above.
5 DATA５ File１ ０～１０００ Existence Same as the above.
6 DATA６ File２ Nothing Initial value is displayed.
7 DATA７ File２ Nothing Same as the above.
8
Item
 No
Item
 Name
File
 Name Explanation
Max Min
Check
Setting
Existence
Screen Name: Manufacture Command Screen  ,  Event Name: From menu screen at the display demand time
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2.4 ハードウェア依存機能の補足説明 
 
本提案では UI 機能同様にハードウェアに依存する複雑なインターフェース機能も，
既存の製造実行システムで開発ドキュメントとして利用されているインターフェース
仕様書を補足説明として追加する方法を提案する．インターフェース仕様書には，共通
関数 No，共通関数略称，関数名，コーリングシーケンス，パラメータ説明，仕様など
を記述し，図の網掛け部分は入力項目となる．上位伝送のインターフェース仕様書の例
を図 17 に，PI/O のインターフェース仕様書の例を図 18 に示す．下位伝送のインター
フェース仕様書も図 17 と同様のフォーマット形式で作成する．ハードウェアに依存す
る機能を利用する際，インターフェース仕様書に記述された共通関数 No をキーにアク
ティビティ図やシーケンス図と紐付ける．さらに，仕様書にアーキテクチャ説明書やデ
ータ項目説明書を加え，複雑なインターフェースの手順や流れを説明することで複雑な
システムにも対応可能となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 17  Upper-level transmission interface specification. 
Fig. 18  PI/O interface specification. 
<Upper-Level Transmission Interface Specification>
Common function Ｎｏ： 401 (401～600)
Common function abbreviated name： gu401
Common  Function Name
Upper-level  transmission Protocol  data taking-in function 
Common Calling Sequence
gu401(a, b） a：Protocol name（I)    b：protocol data （O)
　　　 *Parameter b secures a part for size of protocol data. 
Common Function Specification Explanation
A Protocol name is specified and A protocol data are taken out. 
<PI/O Interface Specification>
Parameter Explanation (PI/O Assignment Table)
Board No 20 (1～1000)
Bit No 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
Mark No 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
State 〇
Common function Ｎｏ： 1  (1～200)
Common function abbreviated name：
Common Function Name
PI/O signal taking-in function
Common Calling Sequence
pio001(a,b,c） a：Board No（I)    b：Mark No（I)　 c：State （０)
Common Function Specification  Explanation
The on-off state of a correspondence bit is taken out by specifying Board No 
and Mark No according to a PI/O allocation table.  
（The data over plurality are considered as the processing taken in to end mark
 from the specified mark No. ）
pio001
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第 3章 
 
スケルトンコード生成手法の提案 
 
3.1 コードの自動生成 
 
多くの UML によるモデリングツールは，モデルデータを XMI としてエクスポートす
る機能を有する．本提案では UML からエクスポートされた XMI と補足説明から独自
に定義して出力した Extensible Markup Language（XML）を組み合わせることで，
画面や処理のクラス図に紐づくメソッドのコメントによるスケルトンコードを自動生
成する方法を提案する（第 1 章の節 1.3.1 参照）．また，XML の特徴であるタグ形式
のデータに置き換えてテキスト形式で管理することで，プログラムによるデータ編集上
のハンドリングが容易になり，自動生成を行う場合に必要なドキュメント情報のデータ
ベース化が行い易くなる． 
事前にシステム構成では，割り込み起動，タスク間の起動や被起動，タスク間のリン
ケージ，各モジュールの組込みなどの詳細な設計を，クラス図，ユースケース図，アク
ティビティ図，シーケンス図，ステートマシン図，コミュニケーション図などのダイア
グラムで作成しておく必要がある．これらを参照して開発者は，割り込みなどの動作タ
イミングを考慮した起動や被起動，タスク間リンケージ，各モジュールの組込み，ヘッ
ダー部や簡易ロジック部（コメントのみ）をチェックし，各スケルトンコードのメソッ
ドへのコードの実装を行う必要がある(24)(32)． 
 
3.1.1 UML と UI機能の補足説明によるコード生成 
 
本研究で提案する UMLと UI機能の補足説明による開発の流れを図 19に示す．今回，
検証用の自動生成ツールは，Excel のマクロ機能を使って簡易的に作成した．マクロ機
能については，VBA による標準関数を利用して作成を行った．自動生成ツールでは，
補足説明のドキュメントである Excel からテキスト形式の XML へ変換するツールと，
そのテキスト形式の XML や XMI からスケルトンコードを作成するツールの 2 つを準
備した．ファイルの関連を示すファイル関係一覧の情報は，作成規約に従い記述したコ
ミュニケーション図を使って作成し，モデリングツールのエクスポート機能でテキスト
形式の XMI にファイル関係一覧の情報を出力する（図 19 の A 参照）．同様に，アクテ
ィビティ図よりスケルトンコードの情報を，エクスポートしてテキスト形式の XMI に
出力する（図 19 の C 参照）．画面遷移図やデータ項目説明書などの補足説明は，別途，
自動生成ツール（Excel から XML に変換）で XML のテキスト形式に出力する（図 19
の B 参照）．例として，3.3 節で説明した図 15 の画面遷移図や表 4 のデータ項目説明書
の補足説明を使って，自動生成ツール（Excel から XML に変換）でテキスト形式に出
力した XML の変換イメージを図 22，図 23 に示す．その後，自動生成ツール（テキス
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ト形式の XML や XMI からスケルトンコードを作成）を実行し，アクティビティ図よ
り作成されたテキスト形式の XMI のデータを使ってテキスト形式の情報からスケルト
ンコードを作成する（図 19 の D 参照）．更にテキスト形式に変換されたファイル関係
一覧，画面遷移図，データ項目説明書のテキスト形式の XMI や XML の情報よりファ
イル略称，画面名，画面略称，イベント名，項目名などをキーに，そのテキスト形式の
XMIやXMLの情報をスケルトンコード内にコメントとして追加する（図 19のD参照）． 
更に詳しくスケルトンコードの作成方法を説明する．はじめに Visual Studio.NET によ
る XAML(37)を用いて，画面機能のメインプログラムを作成する（図 19 の E 参照）．ま
た，モデリングツールで作成した図 20 のようなアクティビティ図からエクスポートし
たテキスト形式の XMI より，本研究で作成した自動生成ツール（テキスト形式の XML
や XMI からスケルトンコードを作成）を用いて，図 21 に示すクラス図に紐づくメソッ
ドのスケルトンコード（コメントのみ）を生成する．作成方法については，図 20 のア
クティビティ図からエクスポートされたテキスト形式の XMI 内の膨大なタグ情報をチ
ェックし，図 20 の処理 1，処理 2，処理 3，処理 4，処理 6 などの通常処理の場合は，
図 21 に示すように処理名をコピーし，処理 5 のような分岐の場合は，図 20 に示すよう
に分岐のコメントを作成する．図 20 のアクティビティ図の処理 1 から処理 6 が，図 21
の処理 1 から処理 6 のコメントに対応する．事前にテキスト形式の XMI にエクスポー
トされたコミュニケーション図のファイル関係一覧（図 19 の A 参照）と，図 20 のア
クティビティ図をエクスポートしたテキスト形式の XMI（図 19 の C 参照）のファイル
略称（図 20 の file003, file012, file014, file002）をキーにチェックを実施し，ファイル関
係一覧の XMI 内に該当するキーが有れば，そのファイル情報をコメントとして図 21 の
スケルトンコード内にファイル情報 1 からファイル情報 4 まで追加する．開発者はヘッ
ダー部やロジック部（コメント）をチェックし，スケルトンコード（コメントのみ）を
参照しながらメソッドの詳細を実装する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 19 Development process of user interface portion interface portion. 
 35 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 20  Activity diagram. 
           
         　     
      　 　     　     
                                     
    
        
   
          
         　     
      　 　     　     
                                     
       
         　     
      　 　     　     
                                     
   
         
         　     
      　 　     　     
                                     
〔測温値が正常の場合〕
初期化処理
ファイル読み込み処理
(file003)
温度A・温度B・温度Cより計
算した結果をワークに格納
する
単位合せ処理
ファイル書き込み処理
(file002)
制御Noが10より大きく
20以下の場合
(file0014)
制御Noが10以下の場合
(file012)
詳細は別紙資料１参照
処理 1
処理 2
処理 3
処理 4処理 5
処理 6
〔測温値が異常の場合〕
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Fig. 21  Skeleton code generated from activity diagram. 
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3．1．2 UML とハードウェア依存機能の補足説明によるコード生成 
 
ハードウェア依存機能に関するコード生成の流れを図 24 に示す．まず，本研究で開
発した自動生成ツール（Excel から XML に変換）を用いて伝送インターフェース仕様
書や PI/O インターフェース仕様書から共通関数 No，関数名，仕様，コーリングシー
ケンス，パラメータ説明などを含むテキスト形式の XML によるデータを生成する（図
24 の A 参照）．また，図 18 の PI/O インターフェース仕様書から生成したテキスト形
式の XML の例を図 25 に示しており，図 24 の A ではこれを例に説明する． 
次に，UML によるモデリングツールを用いてアクティビティ図やシーケンス図から
エクスポートを行い，テキスト形式の XMI のデータを生成する（図 24 の B 参照）．本
Fig. 22  Tag form of screen transition diagram. 
<Screen Transition Diagram>
  <Screen Name>manufacture command screen </Screen Name>
  <Event>
    <Process>
      <Event Name>Menu screen at the display demand time </Event Name>
      <Process Name>Display Processing </Process name>
    </Process>
    <Process>
      <Event Name>Timing of the setting from item 1 to item 5 </Event Name>
      <Process Name>Setting Processing 1</Process Name>
      <Sub Screen Name>Sub Screen for Setting</Sub Screen Name>
         <Starting Timing>Timing of Setting</Sub Screen Starting Timing>
         <Return Timing>Timing of Setting End </Main Screen Starting Timing>
    </Process>
  </Event>
</Screen Transition Diagram>
Setting Processing 
 
Display 
  
Fig. 23  Tag form of a data item specification interface. 
<Data Iitem Explanation>
  <Object Name >Manufacture Command Screen</Object Name >
  <Event>
     << Item Explanation >
       <Event Name>From menu screen at the display demand time </Event Name>
       <Item Line>
         <Number of Data Items>
           <Item No>1</<Item No>
           <Item Name>DATA１</<Item Name>
           <File Name>File1</<File Name>
           <Max Min Check>100～500</<Max Min Check>
           <Adjustment Check>Item No.2 and item No.3 are set up</Adjustment Check>
           <Setting Existence>Existence</Setting Existence >
           <Explanation>It will display, if the set point is Check O.K</Explanation>
         </<Number of Data Items>
         <Number of Data Items>
           <Item No>2</<Item No>
           <Item Name>DATA2</<Item Name>
           <File Name>File1</<File Name>
           <Max Min Check>1～10</<Max Min Check>
           <Adjustment Check></Adjustment Check>
           <Setting Existence>Existence</Setting Existence >
           <Explanation>Same as the above </Explanation>
         </<Number of Data Items>
Item No1 
Item No2 
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研究で開発した自動生成ツール（テキスト形式の XML や XMI からスケルトンコード
を作成）を用いて，エクスポートされたテキスト形式の XMI のデータからクラス図に
紐づくメソッドのコメントによるスケルトンコードを生成する（図 24 の C 参照）．こ
の際，アクティビティ図やシーケンス図からエクスポートされたテキスト形式の XMI
に記述された共通関数 No をキーに，補足説明のインターフェース仕様書から作成され
たテキスト形式の XML のデータ（図 25）より共通関数の情報（関数仕様，コーリン
グシーケンス，パラメータ説明）を抽出し，スケルトンコード内にコメントとして追加
する（図 24 の D 参照）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 24  Coding of hardware dependence function portion. 
Fig. 25  PI/O interface specification. 
<Common Function Specification>
  <Common Function No>1</Common Function No>
  <Common Function Name>PI/O signal taking-in function</Common Function Name>
  <Common Function Abbreviated Name>pio001</Common Function Abbreviated Name>
  <Common Function Specification Explanation>The on-off state of a correspondence bit is taken out by specifying Board No 
                                                                                     and Mark No according to a PI/O allocation table.  
　                                                               　　　　　　（The data over plurality are considered as the processing taken in to end mark
                                                                 from the specified mark No. ）
  </Common Function Specification Explanation>
  <Common Calling Sequence>pio001（a,b,c）</Common Calling Sequence>
  <Common Parameter Specification>a：Board No（I)    b：Mark No （I)　 c：State（０)</Common Parameter Specification>
</Common Function Specification>
:
EXPORT
XML DATA
Skeleton Code of the Processing Class
Attached Document
[Specification of a Common Function]
(1)Upper-evel transmission interface specification
(2)Lower-level transmission interface specification
(3)PI/O interface specification
Activity Diagram
Sequence Diagram XMI
Automatic
Generation
Tool
Automatic
Generation
Tool
<Common Function Specification>
  <Common Function No>1</Common Function No>
  <Common Function Name>PI/O signal taking-in function</Common Function Name>
  <Common Function Abbreviated Name>pio001</Common Function Abbreviated Name>
  <Common Function Specification Explanation>The on-off state of a correspondence bit is taken out by specifying Board No 
                                                                                     and Mark No according to a PI/O allocation table.  
　                                                               　　　　　　（The data over plurality are considered as the processing taken in to end mark
                                                                 from the specified mark No. ）
  </Common Function Specification Explanation>
  <Common Calling Sequence>pio001（a,b,c）</Common Calling Sequence>
  <Common Parameter Specification>a：Board No（I)    b：Mark No （I)　 c：State（０)</Common Parameter Specification>
</Common Function Specification>
******************************************************************************
Class　ｓａｍｐｌｅ
｛
/*  file read                                        */
/* temp calc                                       */
/* pattarn serach                                 */
/* file write                                        */
/*　  <Common Function Name>　 PI/O signal taking-in function */
/*    <Common Function Specification Explanation> */
/*    　　The on-off state of a correspondence bit is taken out by specifying Board No */
/*    　　and Mark No according to a PI/O allocation table. */
/*　 　　（The data over plurality are considered as the processing taken in to end mark */
/*       　  from the specified mark No. ） */
/* 　　<Common Parameter Specification  >　a：Board No（I)    b：Mark No（I)　 c：State （０) */
//   int  pio001(a,b,c)= new wpio001(a,b,c)
｝
Common Function No
Common Function No
Common Function No
Common Function No
(A)
(C)
(D)
(B)
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3.2 提案手法の評価 
 
製造実行システムの実業務モデルを用いて，従来手法と提案手法を比較した．従来手法と
は，UMLを使わず従来の企業における共通的なドキュメントや，Visual Studioを使った開発手
法である．提案手法とは，ドキュメントにUMLと補足説明を使用し簡易自動生成を用いた開発
手法である．両者の開発環境を表 5示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.2.1 実業務モデル 
 
図 26 に示す鉄鋼システムにおける連続鋳造設備(38)でのシステム開発を想定する．対
象とする機能は，表 6 に示す上位伝送機能，トラッキング機能，操業管理機能，実績収
集機能，画面機能(UI 機能)の代表的な五つの機能とする．表 6 の機能 No を図 26 の関
連する箇所に示す．また，使用するテーブルやファイルの一覧を表 7 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 6  Functional overview and number of steps in business. 
0.5k
1k
5k
2k
①Manufacture Command Screen 0.5k
②Casting Length Tracking Screen 0.5k
③Cutting Schedule Screen 1k
User Interface Function 
Function Task
Number
of Steps
Upper-Level
Transmission Function
Manufacture Command
Reception
Operation Tracking 
Cutting Length
Calculation
Cutting Data Collection
Tracking Function 
Operation Controlling
Function
Data Collection Function 4
5
No
1
2
3
Table 5  Development environment of software. 
  
 
Conventional Method Proposed Method
Document Standardized "Format for Process Control" is used. UML2.0 +  Supplementary document
Middleware for Control （Csemi） Microsoft Office 2007
Microsoft Office 2000
Client：Windows 2000 Client：Windows XP
Server：Windows Server 2003 Server：Windows Server 2008
Control System：C# Control System：C#
Screen System ：VB Screen System ：VB
Web System ：JAVA Web System ：JAVA
Visual　Studio .NET 2003 AndoMDA3.2、Ｍａｇｉｃｄｒａｗ14.0
J2SDK、JBoss4.0.3SP1、maven2.0.7、XAML
Visual　Studio　2005
.NET Framework SDK v2.0
Middleware
OS
Language
Development Environment
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Table 7  File list. 
 1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
Manufacture Command File 
Operation Tracking File 
Process-I/O File 
Casting Length File 
Operation Surveillance File 
Cutting Prediction Result File 
Cutting Track Record File 
Various Mode File 
Engineering Value Conversion File 
Engineering Value Conversion Result File 
Equipment Usual State Number Table 
General Usual State Number Table 
(Manufacture  results)
(Manufacture directions) (Manufacture state)
(Production plan
   and manufacture method)
(Lower-Level Control System)
(Upper-Level Planning System))
（Cutter）
ladle
Tundish
Mold
PH3 Sensor
Width Meter
(Instrumentation PC) (Control  Process  Computer)(Electricity PC)
PH2 Sensor
PH1 Sensor
( MES )
1
4
2,3,5
Fig. 26  Conceptual figure of real operating model. 
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3.2.2 ドキュメントの比較 
 
従来手法と提案手法のドキュメント構成を表 8と表 9に示す．表 9では，（*）が付記されたド
キュメントは，機能設計と処理設計で共通である．製造実行システムでは，様々な加工データ
を保存する多くのファイルを必要とするため設計・開発・保守における詳細なファイル仕様書
が必要となる．従来手法では，表 8 におけるファイル仕様書(12 枚)に，これらの情報が記述さ
れる．提案手法では，表 9における既存の開発ドキュメントで利用されているファイル仕様書及
び，システム内の複雑なインターフェースを補足説明するインターフェース詳細説明書が作成
される．このドキュメントにおいてもガイドラインや規約・ルール等に従って記述を行う． 
 
3.2.2.1 ドキュメント枚数の比較 
 
画面フォーマットやファイル仕様書などを除いた機能仕様書，処理仕様書，データ項
目説明書等の主要なドキュメント枚数の比較を表 10 に示す．開発段階での平均的な仕
様書枚数は，開発者やシステム構成のレベルにより大きく変化し平均的な開発枚数やス
テップ数は企業毎に異なるが，業務見積りで使われる 3 枚/人・日(39) (40)で合計枚数を割
ると，従来手法では 39 人・日，提案手法では 33 人・日となる．提案手法においてもド
キュメント枚数が大きく増えることなく設計できることを確認した(41) (42) (43)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A:Manufacture Command Screen，B:Casting Length Tracking Screen，C:Cutting Schedule 
 
 
Table 8  Document composition list with the conventional method(Unit: Sheet). 
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Table 10  Document number-of-sheets comparison of the proposed method and the conventional method. 
 
＊：Common document (more nearly back process is detailed). 
Table 9  Document composition list with the proposed method(Unit: Sheet). 
 
 43 
3.2.2.2 ドキュメント内容の比較 
 
ケーススタディとして，図 27 に示す鋳造長トラッキングのための画面設計における
ドキュメントを用いて従来手法と提案手法のドキュメント内容を比較する．従来手法に
おける機能を説明した処理仕様書を図 28 に，提案手法における機能を説明したアクテ
ィビティ図を図 29 に示す．従来手法の図 28 では，コード生成に必要な情報を抽出しに
くい形式となっている．一方，提案手法の図 29 では，アクティビティ図を XMI として
エクスポートすることでコード生成に必要な情報を抽出することができる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 27  Casting Length Tracking Screen. 
Temp
Speed
Time
Casting
Speed
NNN
Time
LD Temp in Charge
PH3 Sensor
LD Melted Iron Weight
Remainder Melted Iron
TD Melted Iron Weight
Total Casting
Length
CC-No
LD-No
Piece of
Casting No
Remainder Pouring Time
MD Temp
No1 Circulating
water temperature
No2 Circulating
water temperature
NNN
NNN
NNN
NNN
NNN
NNN
NNN
NNN
NNN
NNNNNNN
NNNN
CH-No NNNN
Plasma heating AAAA
Cutting
State
AAAAAA
Casting Speed in Charge
Casting Length Tracking Screen
Ladle
Tundish
Mold
(Cutter)PH2 Sensor
PH1 Sensor
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Fig. 28  Processing specification of the conventional method. 
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Activity figure 3: Casting Length Tracking Screen processing  
PI/O data are read from an
operation tracking file.
LD and casting Information
are read from  operation
surveillance file
Required data are read
from equipment usual state
number table and general
usual state number table
Casting length data are read
from casting length file
LD Remainder Melted Iron Weight and
Casting Length are calculated and sensor
information, temperature, speed, etc. are
simultaneously displayed on
Screen.(Graphical display )
LD remainder melted iron
weight correction value is
taken in and it writes in
operation tracking file.
Setting processing 2
Setting processing 1
Display processing
Cutting length calculation
processing is started.
Re-display processing of
 self-screen
 Returns to menu display
Fig. 29  Activity figure of the proposed method. 
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従来手法における使用データを集めたデータ項目説明書を表 11 に，提案手法における補
足説明のためのデータ項目説明書を表 12 に示す．従来手法の表 11 では，データ項目説明
書のデータがコードの自動生成へと結びつかないために，データ項目を列挙するだけの場合
や各項目が作成時に記入されない場合がある．提案手法の表 12は，画面名毎，イベント名毎
にデータ項目説明書を作成し，コードの自動生成に必要な情報である機能やイベントに関す
る情報が含まれる．ドキュメントの見易さの観点からも品質の向上となるが，事前に各プロジェ
クトで決定したガイドラインや規約・ルールなどに従ってドキュメントが作成されていることが前
提である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 11  Data item of the conventional method. 
 
 
Table 12  Data item of the proposed method. 
 Screen Name ：Casting Length Tracking Screen 　　Event Name ：Timing of menu display demand、Re-displays with constant cycle
Item File
No  Name
1 CH-Ｎｏ File001 － 1～9999 Item No2 and Item No3 are set up. Nothing Operation Tracking File
2 CC-Ｎｏ File001 － 1～9999 Item No2 and Item No3 are set up. Nothing Same as the above
3 ＬＤ‐Ｎｏ File001 － 1～99 Item No4 and Item No5 are set up. Nothing Same as the above
4 Remainder Melted Iron File001 kg 0～999999 Exist Same as the above
5 Remainder Pouring Time File001 min 0～999 Item No2 is set up. Exist Same as the above
6 LD Melted Iron Weight File012 kg 0～999999 － Exist Same as the above
7 TD Melted Iron Weight File012 kg 0～999999 － Exist Same as the above
8 MD Temp File012 ℃ 0～９999 Item No1 and Item No3 are set up. Exist Same as the above
9 Plasma Heating File001 － Item No1 is set up. Exist Same as the above
10 Total Casting Length File001 mm 0～9999999 Item No2 and Item No3 are set up. Exist Same as the above
Data Name ExplanationUnit Bound check Adjustment check
Setting
existence
Item File
No  Name
1 CH-Ｎｏ File001 －
2 CC-Ｎｏ File001 －
3 ＬＤ‐Ｎｏ File001 －
4 Remainder Pouring Time File004 min
5 Plasma Heating File004 －
6 Total Casting Length File007 mm
7 Piece of Top Position File009 mm
8 Piece of Bottom Position File009 mm
9 CH Inside LD Temperature（200 Point） File012 ℃
10 CH Inside LD Casting speed（200 Point） File012 ｃｍ/sec
Data Name ExplanationUnit Bound check
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3.2.3 コードの自動生成 
 
自動生成における手法の比較を表 13 に示す．提案手法では，1.3.1 節で説明したアク
ティビティ図からクラス図に紐づくメソッドのスケルトンコード（コメントのみ）を自
動生成するだけでなく，ファイル一覧からファイル情報を，補足説明の画面遷移図やデ
ータ項目説明書から画面情報を，インターフェース仕様書からは共通関数の情報をスケ
ルトンコード内にコメントとして情報を追加する．その後の開発では，開発者が処理や
画面の仕様に合わせたスケルトンコード（コメントのみ）への追加が必要となる．また，
各プログラムを結合するためには，UML で作成したユースケース図，アクティビティ
図，シーケンス図，ステートマシン図，コミュニケーション図などを見て，割り込みな
どの動作タイミングを考慮した起動や被起動，タスク間リンケージの追加，各モジュー
ルの組込み，各スケルトンコードの修正などを開発者が実施する必要がある．事前のシ
ステム設計では，これらの機構設計を UML の各ダイアグラムを使って作成しておく必
要があるが，これらの作業は従来手法で実施するシステム開発作業と同様である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.2.4 支援ツールを使った開発状況での比較 
 
UML のダイアログから自動生成を行うツールは，大手鉄鋼メーカーの製造実行シス
テムにおいては導入されておらず，組み込み系などの他のシステムで導入事例がある程
度である．MES ツールなどの支援については，小規模の工場で利用されているのが現
状である． 
今回の提案は，UML を導入するにあたり必要最小限での既存ドキュメントの追加だ
けで，クラス図やアクティビティ図などのスケルトンコード（コメントのみ）を生成す
Table 13  Code automatic generation comparison of the proposed method and the conventional method. 
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ることができる．開発後のドキュメント納入時は，規約で定められているコードへのコ
メントが必要である．その際の時間短縮となり，バグ防止や品質向上にも繋がる． 
第 1 章の節 1.3.1 の図 5 のスケルトンコード（コメントのみ）を生成する場合を時間
に換算すると，ヘッダー部やアクティビティ図の処理を参照してコメント入力までを実
施する場合 1 メソッドで 10 分は必要，ファイル情報までを入力すれば 20 分は必要であ
る．このメソッドが数百から数千は必要となるので，前準備時間の大幅な短縮となる． 
図 30 に利用されている開発環境と提案手法との比較を示す．社内開発は，対象とす
る大手鉄鋼メーカーや同業他社で実施されている手法で，CASE ツールの後継としてフ
ェーズ毎の支援ツールを利用している．価格的には開発費が大きいため中小規模の企業
では，あまり導入されていない．モデリングツールは，小規模の企業の一部で利用され
ている．MES ツールは，中規模や小規模の企業で多く適用されている．業務系に近い
パッケージで作り込みも可能なパッケージソフトも標準化されており，鉄鋼メーカー以
外の薬品系や化学系のプラントで多く導入されている．提案手法では業界では標準なド
キュメント（今回は UML）を使って自社製作が可能で，スケルトンコードの生成もサ
ポートしている．従来の大手鉄鋼メーカーでの社内開発に適用可能で，ドキュメントの
業界標準化や，支援ツールのサポートによるコスト削減（開発者への毎回の教育不要）
が挙げられる．また，既存ドキュメントの活用支援などによりシステム調査や分析の効
率化を図ることができる．製造実行システムの全ての機能をサポートしていることより，
産業分野に関係なく適用可能と思われる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 30  Comparison of used support tool and proposed method. 
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第 4章 
 
ドキュメント活用支援の提案 
 
4．1 ドキュメントの抽出手法 
 
4．1.1 ドキュメントの分類 
 
製造実行システムのドキュメントの分類には大分類として一般的な各設備（連続鋳造，
高炉，熱延など）が存在し，違った仕様の設備ごとに中分類として複数の開発プロジェ
クトが存在する．また，プロジェクト内には小分類として各機能(上位伝送，実績収集，
下位伝送，プロセス入出力，トラッキング，操業管理，画面，帳票)が存在するが，機
能の詳細処理については設備やプロジェクトごとに違いがある．具体的に図 31 を使っ
て説明すると，同じ設備の E1 内で同じ機能 F1 は，プロジェクトを跨いでも基本的に
同じ設備で同じ機能であるため非常に似た傾向にあるドキュメントとして調査分析に
利用できる．各機能の中に複数の処理が存在し，1 つの処理単位でタスクやモジュール
が作成される．これらに対して設計や製作において機能仕様書や処理仕様書のドキュメ
ントやプログラムが作成される(43-1)．図 31 に検索キーの体系を示す．これら検索キー
を使って見たいドキュメントを検索することが可能となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 31  Document group in target system. 
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大手鉄鋼メーカーは，図 31.1 に示すように全国各地域に工場地帯が存在している．工
場地帯の中に鉄鋼製造設備の工場が存在するが，同一設備でも工場ごとに仕様が違うた
め同一のドキュメントは存在しない．大きく違う点は設備やセンサーの違い，制御機能
の違いなどが挙げられる．同一工場でもエリアが違うことでインターフェースも違って
くる．このため良く似たドキュメントは存在しても，そのまま再利用可能なドキュメン
トは存在しないのが現状である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 31.1  About steel equipment. 
 
 
図 31.1 に示す 1 つのエリアでのドキュメント枚数を試算すると，A4 ファイルを 800
枚として，1 機能で約 5 ファイルとすると 800 枚×約 5 ファイル×8 大機能=32,000 枚と
なり，32,000 枚×10 設備×3 プロジェクトで約 960,000 枚（1 エリア）となる．  
 
□日本鉄鋼連盟 
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4.1.2 タグデータベースの蓄積について 
 
本節では，第 3 章で述べている UML と補足ドキュメントを適用した開発に基づくタ
グデータベースの蓄積方法について説明する．図 32 は UML を使った開発からスケル
トンコードの自動生成までの流れを示しており，はじめに図 32 の①に示す UML のコ
ミュニケーション図やアクティビティ図，Excel で作成した補足説明書を使いドキュメ
ントを作成する．図 32 の②ではタグを使ってデータを記述する XML を使って，モデ
リングツールからエクスポートされた XMI 形式のデータベースが作成される．図 32
の➂ではこのデータベースから自動生成ツールを使ってスケルトンコードを作成する．
複数のプロジェクトを実施する過程で生成されたタグ形式のデータ（システム開発時の
全てのドキュメント）を，本研究のドキュメント活用支援でのデータベース（資産）と
して活用する．第 1 章の図 5 で示すようにアクティビティ図やシーケンス図などのドキ
ュメントについては，定周期処理により処理記号の頻度数や特徴量が作成される． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 32  Accumulation of tag database. 
 
4．2 ドキュメントの抽出手法の概略 
 
数値化されたドキュメントのデータベースを用いた活用支援手法の概略を図 32 に示
す．複数のプロジェクトにより蓄積されたタグデータベース，ドキュメント，コードが
存在することが前提である．図 33 の①では定周期処理によりデータベース内のアクテ
ィビティ図とシーケンス図の頻度数や特徴量が数値化テーブルに作成されている．新規
プロジェクトの設計や開発を行う際は，このデータベースに対してドキュメントの検索
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を実施する．図 33 の②に示すように検索キー（登録日付，プロジェクト略称，設備種
別，機能種別，フェーズ区分，モジュール略称，検索ワード）を指定して参照したいド
キュメントを絞り込むことで，同時に抽出されたドキュメントとアクティビティ図の頻
度数や特徴量が UI で確認できる．これにより開発者は，候補となる参照ドキュメント
を決定する上で迅速な判断が可能になる(44) (45)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 33  Outline of document reference. 
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4．3 ドキュメントの数値化手法 
 
本章では，ドキュメント内の処理を分析し，アクティビティ図を数値化する手法を提
案する．製造実行システムの処理は，上位との伝送や下位とのプロセス入出力信号など
の膨大なデータの入出力が必須となる(8)ことから，ドキュメント内の処理単位である基
本ロジック(28)(29)を，（データの） 読み込み処理，（データの）書き込み処理，それ以外
の処理として分類し，条件分岐が存在する場合は，該当する部分を分岐処理として扱う．
そして，それぞれの処理に対し 1個の数値を割り当て，4個の順序付けられた組をその
ドキュメントの値とする．企業でのシステム開発では，設計規約やコーディング規約に
基づいて作業に従事するが，読み込み処理と書き込み処理については，対応する識別子
をドキュメントに記述することとする． 
あるドキュメントの読み込み処理，書き込み処理，それ以外の処理，分岐処理に対応
する数値 R，W，P，B を式 (1) から式 (4) で定義する，ただし，nr は読み込み処理
記号の数，nw は書き込み処理記号の数，np はそれ以外の処理記号の数，nb は分岐処
理記号の数である．読み込み処理，書き込み処理，それ以外の処理における i 番目の記
号にコメントが付加されていれば，RCi=1，WCi=1，PCi=1 とし，コメントが付加され
ていなければ，RCi=0，WCi=0，PCi=0 とする．同様に i 番目の記号にハイパーリンク
が付加されていれば，RLi=1，WLi=1，PLi=1 とし，ハイパーリンクが付加されていな
ければ，RLi=0，WLi=0，PLi=0 とする．i 番目の分岐処理における分岐の数と記号の
数をそれぞれ BBSiと BPSiとし，i 番目の分岐処理における j 番目の記号にコメントが
付加されていれば BCi,j=1 とし，コメントが付加されていなければ，BCi,j=0 とする．同
様に i 番目の分岐処理における j 番目の記号にハイパーリンクが付加されていれば
BLi,j=1 とし，ハイパーリンクが付加されていなければ，BLi,j=0 とする． 
すなわち，ドキュメント内の処理記号の頻度数が多いほど，また，記号に含まれる付
加情報が多いほど数値が大きくなる．一般的に処理の長さや複雑さに比例して各処理に
おける記号の数も多くなることから，提案する数値化手法によりドキュメントの定量的
評価が可能となる(46). 図 34 にアクティビティ図の数値化の例を示す． 
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 55 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 34  Example of quantification of activity diagram. 
 
 
※Refer to the equation (1)
※Refer to the equation (3)
※Refer to the equation (2)
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あるドキュメント群を数値化し，読み込み処理の数値で降順にソートした例を表 14
に示す．読み込み処理，書き込み処理，それ以外の処理，分岐処理の数値を使ってソー
ト等を行うことで，ドキュメントの規模の把握が可能となり，参照のためのドキュメン
ト抽出時の指針として活用することができる(46-1)(46-2)． 
 
 
Table 14   Result of sorting the reading process in descending order. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4．4 ドキュメントの特徴量計算 
 
前章で提案したドキュメント内の読み込み処理，書き込み処理，それ以外の処理，分
岐処理における記号の頻度に関する値を使った，ドキュメントの総合的な特徴量を提案
する．この特徴量は，新規開発において必要とされる参照ドキュメントの抽出に利用す
ることができる． 
k 番目のドキュメントの総合的な特徴量 Vkを式 (5) に示す．ただし，Rk，Wk，Pk，
Bkは式 (1) から式 (4) で示す k 番目のドキュメントの各処理における記号の頻度数で
あり， ， ， ， は各頻度数の平均値である．また， ， ， ， は，各ドキュメン
トの頻度数と平均値との差を成分とするベクトルであり，nはドキュメントの数を表す．
無限大ノルム により求めたベクトル成分の絶対値の最大値で除することで，各処
理に関する値の最大値が 1 となるよう規格化を行う．この特徴量 Vkが小さい程ドキュ
メント内の記号の頻度数が総合的に平均に近い．また，式 (5) の分母の係数 (αR，αW，
DOC Reading（R) Writing（W) Processing（P) Branch（B)
DOC4 32 18 14 23
DOC11 28 13 18 9
DOC14 25 21 5 31
DOC10 24 28 20 19
DOC12 21 10 12 11
DOC5 21 14 20 38
DOC9 20 18 19 24
DOC6 19 28 28 19
DOC16 18 8 14 29
DOC13 16 14 11 27
DOC7 15 18 14 21
DOC8 14 21 16 31
DOC3 10 15 23 22
DOC15 10 14 17 11
DOC2 4 4 10 20
DOC1 2 2 4 8
17 15 15 21
Number of frequency of processing symbol for each document
Average 
 57 
αP，αB) の範囲は であり，読み込み処理，書き込み処理，それ以外の処理，分
岐処理に対する評価の重み付けに利用することが可能である． 
重み係数がすべて 1のとき，特徴量 Vkの値の範囲は となり，値が 0 の場合
が 4 種類全ての処理に関する記号の頻度数が平均値であることを意味し，値が 4 の場合
は 4 種類全ての処理に関する記号の頻度数が平均値から最も外れていることを意味す
る．表 14 で示した例に対して総合的な特徴量 Vkを計算した結果を表 15 に示す．ドキ
ュメント DOC7 が総合的に最も平均値に近いことが分かる．ドキュメントを UI に表示
させる場合には，ドキュメントの色替え表示やデータソートを行って表示を行うなどの
必要性に合わせた表示が可能である．  
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Table 15  Feature quantity for each document. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4．5 ドキュメント抽出手法の評価 
 
ドキュメント活用支援を目的とするドキュメント検索の従来手法では，数百万枚も
の Word や Excel で作成されたドキュメントから，検索条件を基に該当フォルダーのチ
ェックや，状況によってはドキュメント内容を確認しながら検索作業を行う必要があり，
膨大なドキュメントからの絞り込み作業には非常に時間がかかり，開発工期の制約から
検索範囲を限定することもある．提案手法では，既存ドキュメントのデータベースに対
して，検索範囲を限定することなく，検索条件を満たすドキュメントを数分程度で検索
可能である． 
検索条件を満たすドキュメント（アクティビティ図）に対して，従来手法では経験
豊富なエンジニアが，ドキュメントの処理の要となる読み込み処理，書き込み処理，そ
れ以外の処理，分岐処理の確認を一つ一つ行いながらドキュメントを抽出していたが，
提案手法では処理のボリューム感を定量的に認識可能にしたことで，スキルや経験に依
存することなくドキュメントの抽出作業が短時間で可能となる． 
実際のシステムでは開発規模によって時間が異なるが，一般的には開発者が一人で
一日 (8 時間) の内容を確認しての抽出作業を行うと仮定した場合に，全体ドキュメン
ト数を試算すると，A4 ファイル（800 枚収容）で鉄鋼プロセスの 8 大機能で想定する
と 1 機能（約 5 ファイル）で 3.2 万枚（1 プロジェクト）と試算できる．1 つの工場地
帯で 10 設備，1 設備で 3 プロジェクトと想定すると 96 万枚と試算できる．従来手法で
数日は要するのに対し，提案手法では数時間で抽出が可能になると考えられる． 
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その結果ドキュメントの採用・不採用による再検索へのフィードバックも迅速に行
えるようになり，既存ドキュメントの参照対象範囲の拡大にも繋がる．蓄積された類似
設備の設計ドキュメントを利用して，次回開発プロジェクトでの調査や要求分析時に幅
広く活用することができる．用途としては，第 1 章の図 8 や表 3 で示す各設備（鉄鋼メ
ーカーに特化したモデル機能）の調査や要求分析のためのサンプリング収集などが，迅
速に実施できる．また，表 3 に示すように数値化の特徴量や頻度数より，処理内容を確
認して処理記号に特化したドキュメントの参照も可能で，これによりアクティビティ図
内の処理フローにおいて，プロセス入出力に特化した処理を参照することが効率良く可
能である． 
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第 5章 
 
総括 
 
5.1 結論 
 
本提案では，生産性を考慮した設計ドキュメントに基づく製造実行システムの開発に
関する提案を実施した．対象となる製造実行システムで行われているシステム開発の手
法について，従来と今回の開発手法について比較検討を行った．その際，設計ドキュメ
ントについても十分に検討を行い，試作版の機能に限定して実施可能かどうかの検証を
行った． 
提案手法について具体的に述べると，第一に製造実行システムの既存ドキュメント
体系が，共通的なドキュメント体系で表現可能かどうかを検討した．今回は UML を利
用した結果，UI 設計においては別途補足説明を追加することで UML を利用して理解
し易いドキュメント体系が可能であることを確認した．また，広くエンジニアに普及し，
既存ドキュメント体系に対応したドキュメントで，コード生成にも対応し易い設計ドキ
ュメントを有機的に結び付けることも可能にした． 
第二に共通の支援ツールとして，アクティビティ図からコメントによるスケルトン
コードの生成を提案した．設計ドキュメントの入出力データが不確定でも生成可能なス
ケルトンコードを提案した．製造実行システムでは，最終的に他システムとのインター
フェーステストがあり，現地調整でのプロセス入出力処理の詳細部の作り込みが必要で
ある．これにより初期段階での設計製作の効率化を行った． 
第三にドキュメントの活用支援として，キーを埋め込んだ有機的に紐づくドキュメン
ト体系を構築した．具体的には，設計ドキュメントをキーに紐づく構造化されたタグ形
式にまとめてデータベース化を実施した．これにより実例として取り上げた大手鉄鋼メ
ーカーでのプラントに特化した制御モデルの要求分析やサンプリングを可能にした．ま
た，ドキュメントのアクティビティ図において，処理記号に着目した参照が可能である
ことを確認した． 
本提案では提案ドキュメントを使ってプロトタイプを作成し，スケルトンコード作成
についての試作を行った．加えて小規模ではあるがドキュメントによる参照についても
評価を行った．実プロジェクトへの適用を行った場合，従来は人が行っていたことを自
動化したことで，プロジェクト全体の生産性の面で 10%から 20%の向上が見込まれる．
今後，本提案を実業務に適用することで開発の生産性向上についての検証を行いたい． 
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5.2 製造実行システムの展望と課題 
 
5.2.1 スケルトンコードの自動生成について 
 
タスク一覧，シーケンス図，アクティビティ図，データ項目説明，ファイル一覧，上
位/下位伝送インターフェース仕様書からクラス図に紐づくメソッドのスケルトンコー
ド（コメントのみ）の自動生成を実施した．今後は更にプロジェクト終了後のドキュメ
ント修正などの支援として，作成されたタスク仕様書やモジュール仕様書よりタスク一
覧/モジュール一覧などを自動生成する機能や，コードからアクティビティ図へコメン
トを反映する機能などのリバースエンジニアリングによる支援や，製造実行システムで
は必須となるシュミィレーター機能についての課題にも取り組みたいと考えている． 
 
 
5.2.2 ドキュメントの活用支援について 
アクティビティ図の記号の頻度数より特徴量を求め，設計ドキュメントの数値化を行
ったが，数値化後のドキュメント抽出指標についても更に検討したいと考えている． 
今後はシーケンス図の数値化を具体的に実施し，クラス図やオブジェクト図などのダ
イアログについても数値化を実施するなどの課題について検討する． 
 
5.2.3 設計ドキュメントについて 
 
製造実行システムの現場では，大手各企業ともに Office での Word や Excel を使用し
ての設計が大多数である．各企業ともに共通化された設計ドキュメントをフォーマット
として使用しているものの，業界標準としてのドキュメントが普及していないのが現状
である． 
今後は各企業間において，世界的に業界標準として用いられている共通のドキュメン
トの普及が重要な課題となる．今回提案したドキュメント体系での開発を，実際の開発
プロジェクトにおいて適用し業務効率化の検証を実施したい． 
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